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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】空気中の微粒子を減少させる方法を提供する。
【解決手段】方法は、有効量の双性イオン性ポリマー、
圧縮ガス噴射剤及び水性担体を有する組成物を空気中に
噴霧することを含む。組成物は、空気中の微粒子と接触
したときに微粒子を凝集させ、それにより空気中の微粒
子が減少する。組成物が、緩衝剤、香料成分を更に含む
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成物を空気中に噴霧することを含む空気中の粒子を減少させる方法であって、前記組
成物が、
　Ｉ）有効量の双性イオン性ポリマーであって、前記双性イオン性ポリマーが、
　　ａ）一般式Ｉの少なくとも１つのモノマー化合物であって、
【化１】

　　式中、
　　Ｒ1が、水素原子、メチル基又はエチル基であり、
　　Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、及びＲ6が、同一か又は異なり、直鎖又は分枝状Ｃ1～Ｃ6、ア
ルキル基、ヒドロキシアルキル基又はアミノアルキル基であり、
　　ｍが、０～１０の整数であり、
　　ｎが、１～６の整数であり、
　　Ｚが、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－若しくは―Ｃ（Ｏ）ＮＨ－基又は酸素原子であり、
　　Ａが、（ＣＨ2)p基を表し、ｐが、１～６の整数であり、
　　Ｂが、１つ又は複数のヘテロ原子又はヘテロ基によって任意選択的に中断され、１つ
又は複数のヒドロキシル基又はアミノ基によって任意選択的に置換された直鎖又は分枝状
Ｃ2～Ｃ12ポリメチレン鎖を表し、
　　Ｘが、同一か又は異なり、対イオンを表わす、モノマー化合物と、
　　ｂ）（ａ）と共重合可能でかつ適用媒体中でイオン化可能な酸性基を支持する少なく
とも１つの親水性モノマーと、
　　ｃ）任意選択的に（ａ）及び（ｂ）と共重合可能な中性電荷を有するエチレン性不飽
和部を有する少なくとも１つのモノマー化合物と、を含む、双性イオン性ポリマーと、
　ＩＩ）圧縮空気、窒素、亜酸化窒素、不活性ガス、二酸化炭素及びこれらの混合物から
なる群から選択される圧縮ガスを含む噴射剤と、
　ＩＩＩ）水性担体と、を含み、
　前記組成物が前記空気中の粒子と接触したときに、前記ポリマーが空気中の粒子を凝集
させる、方法。
【請求項２】
　前記モノマー（ａ）が、
　Ｚが、－Ｃ（Ｏ）Ｏ―、－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、又はＯ原子を表し、
　ｎが、２又は３に等しく、
　ｍが、０～２の範囲であり、
　Ｂが、－ＣＨ２－ＣＨ（ＯＨ）－（ＣＨ2）ｑを表わし、ｑが、１～４であり、
　Ｒ1～Ｒ6が、同一か又は異なり、メチル基又はエチル基を表わすモノマーである、請求
項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記ポリマーが、前記モノマー（ｃ）を含み、好ましくは、前記モノマー（ｃ）は、１
つ又は複数の親水基を支持し、前記モノマー（ａ）及び（ｂ）と共重合可能な中性電荷を
有するエチレン性不飽和部を有する親水性モノマー化合物である、請求項１に記載の方法
。
【請求項４】
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　前記モノマー（ｂ）が、モノエチレン性不飽和部を有するＣ3～Ｃ8カルボン酸、スルホ
ン酸、硫酸、ホスホン酸、又はリン酸である、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記ポリマーが、３～８０ｍｏｌ％の前記モノマー（ａ）、１０～９５ｍｏｌ％の前記
モノマー（ｂ）、及び０～５０ｍｏｌ％の前記モノマー（ｃ）を含む、請求項１に記載の
方法。
【請求項６】
　前記モノマー（ａ）及び（ｂ）が、８０／２０～５／９５の前記モノマー（ａ）及び（
ｂ）の合計の重量モル比を有する、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記ポリマーが、
【化２】

　であり、ｘが、０～５０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙが、１０～９５ｍｏｌ％の平均値
を有し、ｚが、３～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｘ、ｙ及びｚがそれぞれ、アクリルア
ミド、アクリル酸（ナトリウム塩）及びジクワットから得られた単位のｍｏｌ％を表す、
請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記双性イオン性ポリマーが、前記組成物の０．００１重量％～０．２重量％で存在し
、好ましくは前記組成物の０．０１重量％～０．０５重量％で存在する、請求項１に記載
の方法。
【請求項９】
　前記組成物が、緩衝剤を更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記組成物が、非イオン性界面活性剤、双性イオン性界面活性剤、両性界面活性剤、及
びこれらの混合物からなる群から選択される界面活性剤を更に含む、請求項１に記載の方
法。
【請求項１１】
　前記組成物が、香料成分を更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記組成物が、プラスチック容器で提供される、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記組成物が、０．１～６ｃｐｓの粘度を有する、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記組成物が、３～７のｐＨを有する、請求項１に記載の方法。
【請求項１５】
　悪臭中和剤、好ましくは、シクロデキストリン、モノアクリル酸、ジアクリル酸、トリ
アクリル酸及びポリアクリル酸を含むカルボン酸、並びにこれらの混合物のうちの少なく
とも１つを含む悪臭中和剤を更に含む、請求項１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、空気中の粒子を減少させるための噴霧可能な組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　粒子は、空気品質及び人の健康、特にアレルギーに弱い人に大きい影響を及ぼすと考え
られる。粒子には、家庭汚染物質、塵粒子、シリカ、綿埃、ペットふけやイエダニなどの
アレルゲンを含む粒子が挙げられる。空気中の粒子は、一般に、サイズが約０．１μｍ～
５０μｍである。
【０００３】
　粒子を減少させる製品は周知であり、特許文献に記載されている。多くの製品が、濾過
及び／又はイオン化技術を使用して空気中の粒子を減少させる。そのような技術は、粒子
を制御するために、噴霧可能な製品よりもコストが高いか使用が厄介であり得る。そのよ
うな噴霧可能な製品は、特許文献に記載されており、典型的には、空気から粒子を沈降さ
せるか又は表面に降りた粒子を覆う障壁を提供するのを支援する成分を含む。しかしなが
ら、そのような噴霧可能な製品は、粒子を除去するには無効と思われる可能性がある。
【０００４】
　例えば、沈降成分は、粒子を表面に機械的に押し付けることができるが、空気が動くと
、沈降した小さく軽い粒子が空気中にすぐに再循環する可能性がある。製品が、粉塵制御
レベルの障壁形成成分を含む場合、表面に粘着性残留物が生じることが多い。幾つかの例
では、この粘着性残留物は、更に多くの粉塵を引き寄せる可能性がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　このような理由のため、粘着性残留物を残さずに空気中の粒子を減少させる噴霧可能な
製品が今も必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、空中の粒子を減少させるための噴霧可能な組成物に関する。一実施形態では
、本組成物は、有効量の双性イオン性ポリマーと、圧縮ガスを含む噴射剤と、水性担体と
、を含み、組成物が空気中の粒子と接触したときに、組成物は空気中の粒子を凝集させる
。
【０００７】
　別の実施形態では、本組成物は、組成物の約０．００１重量％～約０．２重量％の双性
イオン性ポリマーと、水性担体と、を含み、組成物は噴霧ディスペンサに収容され、組成
物はディスペンサから噴霧されるとき約２０μｍ～約６０μｍの平均粒径を有し、組成物
が空気中の粒子と接触したときに、組成物は空気中の粒子を凝集させる。
【０００８】
　更に別の実施形態では、空気中の粒子を減少させるための組成物は、有効量の双性イオ
ン性ポリマーと、香料混合物の約５０重量％超の第３群及び第４群の香料成分を含む香料
混合物と、約１％～約３％の界面活性剤と、水性担体と、を含み、組成物はＰＥＴ噴霧デ
ィスペンサに収容され、組成物が空気中の粒子と接触したときに、組成物は空気中の粒子
を凝集させる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　本明細書は、本発明を詳細に指摘し明確に請求する特許請求の範囲をもってまとめられ
るが、本発明は、添付の図面と関連させた以下の説明で更によく理解されると考えられる
。
【図１】より高濃度の双性イオン性ポリマーを有する組成物と比較して、本発明による少
量の双性イオン性ポリマーを含む組成物の粉塵減少プロファイルを示すグラフ。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
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　本発明は、空中の粒子を減少させるための噴霧可能な組成物に関する。
【００１１】
　「水性組成物」とは、本明細書では、重量で５％以上の水溶性を有する水及び溶剤を意
味する。水性担体の非限定的な例には、脱イオン水、蒸留水、水道水、エタノール、２－
プロパノール、グリセリン、及びプロピレングリコールｎ－ブチルエーテルが挙げられる
。
【００１２】
　「分子量」とは、本明細書では、ｇ／ｍｏｌで表される重量平均分子量を意味する。後
者は、水性ゲル透過クロマトグラフィー（「ＧＰＣ」）又は３０℃における１Ｎ　ＮａＮ
Ｏ3溶液の固有粘度の測定によって決定することができる。
【００１３】
　「スルホベタイン基」とは、本明細書では、硫黄原子を含む基の少なくとも１つと共に
、アニオン基及びカチオン基を含む基を意味する。
【００１４】
　特定の実施形態では、組成物は、一貫した香料放出プロファイルを提供する香料を含む
。「一貫した香料放出プロファイル」は、最初に提供される知覚可能な芳香強度として定
義され、同等の強度が少なくとも１０分以上（例えば、３０分以上）維持される。
【００１５】
　他の実施形態では、組成物は、親芳香（parent fragrance）（即ち、悪臭中和剤のない
香料混合物）の特性に影響を及ぼさずに、真の悪臭除去効果を提供することもできる。「
真の悪臭除去効果」は、分析的に測定可能な悪臭の減少として定義される。したがって、
組成物が真の悪臭除去効果をもたらす場合、組成物は、単に臭気を隠す又はマスキングす
るために香料を用いることによって機能する訳ではない。
【００１６】
　幾つかの実施形態では、組成物は、接触する布地を汚さないように布地に安全であり得
る。
【００１７】
　本明細書の組成物は、スピンドル１（６０ＲＰＭ）により２１℃でＢｒｏｏｋｆｉｅｌ
ｄ　Ｓｙｎｃｈｒｏ－Ｌｅｃｔｒｉｃ　Ｖｉｓｃｏｍｅｔｅｒ（Ｍｏｄｅｌ　ＬＶＦ）で
測定されたときに、約０．１ｃｐｓ～約８ｃｐｓ、あるいは約１～約６ｃｐｓ、あるいは
約１～約４ｃｐｓ、あるいは約２．５～約４ｃｐｓ、あるいは約３．５ｃｐｓの粘度を有
する。
【００１８】
　本明細書の組成物のｐＨは、約１～約１０、あるいは約１～約８、あるいは約３～約８
、あるいは約４～約８、あるいは約４～約７であってよい。したがって、本明細書の組成
物は、適切にｐＨを調整するために酸又は塩基を更に含んでいてもよい。
【００１９】
　本明細書での使用に好適な酸は、有機酸及び／又は無機酸である。本明細書での使用に
好ましい有機酸は、約６未満のｐＫａを有する。好適な有機酸は、クエン酸、乳酸、グリ
コール酸、コハク酸、マレイン酸、安息香酸、グルタル酸、及びアジピン酸、並びにこれ
らの混合物からなる群から選択される。好適な無機酸は、塩酸、硫酸、リン酸及びこれら
の混合物からなる群から選択される。
【００２０】
　そのような酸の典型的な濃度は、存在するとき、組成物の約０．０１重量％～約５．０
重量％、あるいは約０．０１重量％～約３．０重量％、あるいは約０．０１重量％～約１
．５重量％、あるいは約０．１重量％であってよい。
【００２１】
　本明細書には組成物の多数の実施形態が記載されているが、その全ては、非限定例であ
ることが意図されている。
【００２２】



(6) JP 2013-233542 A 2013.11.21

10

20

30

40

50

　水溶性又は水分散双性イオン性ポリマー
　本組成物は、水溶性又は水分散性凝集双性イオン性ポリマーを含む。ポリマーは、組成
物の約０．００１％～約１重量％、あるいは約０．００１重量％～約０．５重量％、ある
いは約０．００１重量％～約０．２重量％、あるいは約０．００１重量％～約０．１重量
％、あるいは約０．００１重量％～約０．０５重量％、あるいは約０．００１重量％～約
０．２重量％、あるいは約０．０１重量％～約０．１重量％、あるいは約０．０１重量％
～約０．０５重量％の濃度で存在する。
【００２３】
　本発明の双性イオン性ポリマーは、重合化単位の形態で、
　（ａ）次の一般式Ｉの少なくとも１つのモノマー化合物であって、
【００２４】
【化１】

　式中、
　Ｒ1は、水素原子、メチル基又はエチル基であり、
　Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、及びＲ6が、同一か又は異なり、直鎖又は分枝状Ｃ1～Ｃ6、アル
キル基、ヒドロキシアルキル基又はアミノアルキル基であり、
　ｍは、０～１０の整数であり、
　ｎは、１～６の整数であり、
　Ｚは、－Ｃ（Ｏ）Ｏ－若しくは－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－基又は酸素原子を表し、
　Ａは、（ＣＨ2）p基を表し、ｐは、１～６の整数であり、
　Ｂは、１つ又は複数のヘテロ原子又はヘテロ基によって任意選択的に中断され、１つ又
は複数のヒドロキシル基又はアミノ基によって任意選択的に置換された直鎖又は分枝状Ｃ

2～Ｃ12ポリメチレン鎖を表し、
　Ｘが、同一か又は異なり、対イオンを表す、モノマー化合物と、
　（ｂ）（ａ）と共重合可能でかつ適用媒体中でイオン化可能な酸性基を支持する少なく
とも１つの親水性モノマーと、
　（ｃ）任意選択的に（ａ）及び（ｂ）と共重合可能な中性電荷を有するエチレン性不飽
和部を有する少なくとも１つのモノマー化合物、あるいは１つ又は複数の親水基を支持し
（ａ）及び（ｂ）と共重合可能な中性電荷を有するエチレン性不飽和部を有する親水性モ
ノマー化合物とを含む。
【００２５】
　モノマー（ａ）は、例えば、参照により本明細書に組み込まれる、Ｒｈｏｄｉａに譲渡
された米国特許第６，５６９，２６１号、２カラム４０行～３カラム４５行に示される反
応式にしたがって調製することができる。得られたポリマーＩは、少なくとも１０００、
あるいは少なくとも１０，０００、あるいは最大２０，０００，０００、あるいは最大１
０，０００，０００の分子量を有する。あるいは、ポリマーは、ランダムポリマーである
。
【００２６】
　あるいは、モノマー（ａ）の一般式Ｉにおいて、Ｚは、Ｃ（Ｏ）Ｏ、Ｃ（Ｏ）ＮＨ又は
Ｏ、あるいはＣ（Ｏ）ＮＨを表し、ｎは、２又は３に等しく、とりわけ３であり、ｍは、
０～２の範囲であり、あるいは０又は１に等しく、とりわけ０であり、Ｂは、－ＣＨ２－
ＣＨ（ＯＨ）－（ＣＨ２）ｑを表し、ｑは、１～４、あるいは１に等しく、Ｒ1～Ｒ6は、
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同一か又は異なり、メチル基又はエチル基を表す。
【００２７】
　好適なモノマー（ａ）は、以下の式のジクワットである。
【００２８】
【化２】

　Ｘ-は、塩化物イオンを表す。
【００２９】
　他の好適なモノマー（ａ）は、
【００３０】
【化３】

　であり、式中、ｐ＝２～４である。
【００３１】
　Ｘアニオンは、詳細には、ハロゲン、あるいは塩素、スルホネート、サルフェート、硫
酸水素塩、ホスフェート、ホスホネート、シトレート、蟻酸塩、及びアセテートアニオン
である。
【００３２】
　モノマー（ｂ）は、水及びその混合物に溶解可能なモノエチレン不飽和部、その無水物
及びその塩を有するＣ3～Ｃ8カルボン酸、スルホン酸、硫酸、ホスホン酸、又はリン酸で
あり得る。好適なモノマー（ｂ）は、アクリル酸、メタクリル酸、α－エタクリル酸、β
，β－ジメチルアクリル酸、メチレンマロン酸、ビニル酢酸、アリル酢酸、エチリジン酢
酸、プロピリジン酢酸、クロトン酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸
、メサコン酸、Ｎ－（メタクロイル）アラニン、Ｎ－（アクリロイル）ヒドロキシグリシ
ン、スルホプロピルアクリレート、スルホエチルアクリレート、スルホエチルメタクリレ
ート、スチレンスルホン酸、ビニルホスホン酸、ビニルホスホン酸、ホスホエチルアクリ
レート、ホスホノエチルアクリレート、ホスホプロピルアクリレート、ホスホノプロピル
アクリレート、ホスホエチルメタクリレート、ホスホノエチルメタクリレート、ホスホプ
ロピルメタクリレート、ホスホノプロピルメタクリレート、並びにアルカリ金属及びその
アンモニウム塩、並びにこれらの混合物である。
【００３３】
　任意選択のモノマー（ｃ）には、アクリルアミド、ビニルアルコール、アクリル酸及び
メタクリル酸のＣ1～Ｃ4アルキルエステル、アクリル酸及びメタクリル酸のＣ1～Ｃ4ヒド
ロキシアルキルエステル、具体的には、エチレングリコール及びプロピレングリコールア
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クリレート及びメタクリレート、アクリル酸及びメタクリル酸のポリアルコシキル化エス
テル、具体的には、ポリエチレングリコール及びポリプロピレングリコールエステル、ア
クリル酸又はメタクリル酸及びポリエチレングリコール又はポリプロピレングリコールの
エステルＣ1～Ｃ25モノアルキルエステル、ビニルアセテート、ビニルピロリドン又はメ
チルビニルエーテル、並びにこれらの混合物が挙げられる。
【００３４】
　モノマー（ａ）のレベルは、３～８０ｍｏｌ％、あるいは１０～７０ｍｏｌ％である。
モノマー（ｂ）のレベルは、１０～９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％である。
モノマー（ｃ）のレベルは、０～５０％、あるいは０～３０％である。アニオンモノマー
に対するカチオンモノマーのモル比（ａ）／（ｂ）は、８０／２０～５／９５、あるいは
６０／４０～２０／８０である。
【００３５】
　本発明のポリマーは、ポリマーを調製する既知の技術によって得ることができる。１つ
のポリマーは、以下の通りである。
【００３６】
【化４】

　ここで、ｘは、０～５０ｍｏｌ％、あるいは０～３０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙは、
１０～９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｚは、３～８０ｍｏ
ｌ％、あるいは１０～７０ｍｏｌ％の平均値を有し、比率ｙ／ｚは、約４／１～１／２で
あり、ｘ＋ｙ＋ｚ＝１００％であり、ｘ、ｙ及びｚはそれぞれ、アクリルアミド、アクリ
ル酸（ナトリウム塩）、及びジクワットから得られた単位のｍｏｌ％を表す。
【００３７】
　他のポリマー化学構造は、以下の通りである。
【００３８】
【化５】

　ここで、ｘは、０～５０ｍｏｌ％、あるいは０～３０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙは、
１０～９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｚは、３～８０ｍｏ
ｌ％、あるいは１０～７０ｍｏｌ％の平均値を有し、比率ｙ：ｚは、約４：１～１：２で
ある。
【００３９】



(9) JP 2013-233542 A 2013.11.21

10

20

30

40

【化６】

　式中、ｘは、０～５０ｍｏｌ％、あるいは０～３０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙは、１
０～９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｚは、３～８０ｍｏｌ
％、あるいは１０～７０ｍｏｌ％の平均値を有し、比率ｙ：ｚは、約４：１～１：２であ
る。
【００４０】

【化７】

　ここで、ｘは、０～５０％、あるいは０～３０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙは、１０～
９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｚは、３～８０ｍｏｌ％、
あるいは１０～７０ｍｏｌ％の平均値を有し、比率ｙ：ｚは、約４：１～１：２ある。
【００４１】

【化８】

　式中、ｘは、０～５０ｍｏｌ％、あるいは０～３０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙは、１
０～９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｚは、３～８０ｍｏｌ
％ｍ、あるいは１０～７０ｍｏｌ％の平均値を有し、比率ｙ：ｚは、約４：１～１：２で
ある。
【００４２】
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【化９】

　式中、ｘは、０～５０ｍｏｌ％、あるいは０～３０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙは、１
０～９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｚは、３～８０ｍｏｌ
％ｍ、あるいは１０～７０ｍｏｌ％の平均値を有し、比率ｙ：ｚは、約４：１～１：２で
ある。
【００４３】

【化１０】

　式中、ｘは、０～５０ｍｏｌ％、あるいは０～３０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｙは、１
０～９５ｍｏｌ％、あるいは２０～８０ｍｏｌ％の平均値を有し、ｚは、３～８０ｍｏｌ
％ｍ、あるいは１０～７０ｍｏｌ％の平均値を有し、比率ｙ：ｚは、約４：１～１：２で
ある。
【００４４】
　適切なポリマーは、Ｒｈｏｄｉａから入手可能である。
【００４５】
　ポリベタインポリマー
　本発明の好適な双性イオン性ポリマーは、ポリベタインポリマーであり得る。ポリベタ
インポリマーは、双性イオン性単位Ａ又はその混合物を含んでもよく、ここで、単位Ａは
、単位Ａのベタイン基がスルホベタイン基又はその混合物であることによって特徴付けら
れるベタイン基又はその混合物を含む。
【００４６】
　一実施形態では、ポリベタインポリマーは、ホモポリマーである。
【００４７】
　別の実施形態では、ポリベタインポリマーは、コポリマー、あるいは統計コポリマーで
ある。幾つかの実施形態では、ポリベタインコポリマーは、単位Ａの混合物を含む。更に
本明細書の別の実施形態では、ポリベタインコポリマーは、単位Ａ又はその混合物、及び
以下のものを含む。
　－単位Ｂは、単位Ａと共重合可能でかつ適用媒体中でイオン化可能な酸性官能基を支持
する少なくとも１つの親水性モノマーである。
　－任意選択的に、単位Ｃは、単位Ａ及びＢと共重合可能な中性電荷を有するエチレン性
不飽和部を有する少なくとも１つのモノマー化合物であり、あるいは１つ又は複数の親水
基を支持し、単位Ａ及びＢと共重合可能な中性電荷を有するエチレン性不飽和部を有する
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親水性モノマー化合物である。
【００４８】
　ポリベタインポリマーが、単位Ａ以外の単位を含むコポリマーである実施形態では、単
位Ａ、Ｂは、場合によっては他の任意選択的な単位と共に、１つ又は複数の窒素又は硫黄
原子によって破壊される可能性が高いポリアルキレン炭化水素鎖を形成する。
【００４９】
　ａ．スルホベタイン基を含有する単位Ａ
　単位Ａのベタイン基は、アニオン基及びカチオン基を、硫黄原子を含む含有する基のう
ちの少なくとも１つと共に含有する。アニオン基は、カーボネート基、スルホネート基な
どの硫黄基、ホスフェート基、ホスホネート基、ホスフィネート基などのリン基、又はエ
タノレート基であってよい。カチオン基は、例えばアンモニウム基、ピリジニウム基、イ
ミダゾリニウム基、ホスホニウム基、スルホニウム基などの、窒素、ホスフェート又は硫
黄族からのオニウム又はイニウム基であってよい。一実施形態では、ベタイン基は、スル
ホネート基及び第四アンモニウム基を含有するスルホベタイン基である。本発明は、コポ
リマー中に単位Ａと異なるベタイン基を含有するコポリマーを包含する。
【００５０】
　ベタイン基は、典型的には、本明細書では、通常少なくとも１つのエチレン非飽和部を
含有するモノマーから得られるポリベタインポリマーのペンダント基である。
【００５１】
　単位Ａのコアでは、正電荷の数は、負電荷の数と等しい。単位Ａは、少なくとも１つの
ｐＨ範囲内で電気的に中性である。
【００５２】
　有用なベタイン基は、窒素族からのカチオンの場合に、官能基の中心にカチオン電荷、
及び官能基の端にアニオン電荷を有する以下の式（ｉ）～（ｉｖ）によって表すことがで
きる。
　－Ｎ(+)（Ｒ1）（Ｒ2）－Ｒ－Ａ－Ｏ(-)　　　　　　　（ｉ）
　－（Ｒ3）Ｃ＝Ｎ(+)（Ｒ4）－Ｒ－Ａ－Ｏ(-)　　　　　　　　　　（ｉｉ）
　－（Ｒ3）（Ｒ）Ｃ－Ｎ(+)（Ｒ4）（Ｒ5）－Ｒ－Ａ－Ｏ(-)　　　（ｉｉｉ）
　－Ｎ(+)（＝Ｒ6）－Ｒ－Ａ－Ｏ(-)　　　　　　　　　　　　　　　（ｉｖ）
　式中、
　－Ｒ1、Ｒ2及びＲ5は、類似しているか又は異なり、１～７個、あるいは１～２個の炭
素原子を含有するアルキルラジカルを表す。
　－Ｒ3及びＲ4は、類似しているか又は異なり、窒素原子と共に、場合により１つ又は複
数の他のヘテロ原子、好ましくは窒素を含む窒素複素環を形成する炭化水素ラジカルを表
す。
　－Ｒ6は、窒素原子と共に、場合により１つ又は複数の他のヘテロ原子、あるいは窒素
を含む飽和又は不飽和窒素複素環を構成する炭化水素ラジカルを表す。
　－Ｒは、場合により１つ又は複数のヒドロキシ基、又はベンジレンラジカルによって置
換された、１～１５個、好ましくは２～４個の炭素原子を含む直鎖又は分枝鎖アルキレン
ラジカルを表す。
　－Ａは、Ｓ（＝Ｏ）（＝Ｏ）を表す。
【００５３】
　有用なベタイン基は、リン族からのカチオンの場合、式（ｖ）によって表される。
　－Ｐ(+)（Ｒ1）（Ｒ2）－ＲＡ－Ｏ(-)　　　　　（ｖ）
　式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ及びＡは、前述の定義を有する。
【００５４】
　有用なベタイン基は、硫黄族からのカチオンの場合、式（ｖｉ）及び（ｖｉｉ）によっ
て表される。
　－Ｓ(+)（Ｒ1）－Ｒ－Ａ－Ｏ(-)　　　　　　　　　　　　　　　　（ｖｉ）
　－Ｒ－Ａ’（－Ｏ(-)）－Ｒ－Ｓ(+)（Ｒ1）（Ｒ2）　　（ｖｉｉ）
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　式（ｖｉ）に関しては、式中、
　－Ｒ1及びＲは、前述の定義を有する。
　－Ａは、Ｓ（＝Ｏ）（＝Ｏ）、ＯＰ（＝Ｏ）（＝Ｏ）、ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＲ’）、Ｐ（
＝Ｏ）（ＯＲ’）、又はＰ（＝Ｏ）（Ｒ’）を表す。
　－Ｒは、１～７個の炭素原子又はフェニルラジカルを含有するアルキルラジカルを表す
。
　あるいは、式（ｖｉｉ）に関しては、
　－Ｒ1、Ｒ2及びＲは、前述の定義を有する。
　－Ａ’は、－Ｏ－ＯＰ（＝Ｏ）－Ｏ－を表す。
【００５５】
　ベタイン基は、媒介、即ち、多くの場合１つ又は幾つかのヘテロ原子、即ち酸素又は窒
素によって破断された二価又は多価の炭化水素パターン（例えば、アルキレン又はアリー
レン）、エステルパターン、アミドパターン、あるいは更には原子価リンクによって、ポ
リマーのエチレン非飽和部（背側、骨格）の重合化から得られた巨大分子鎖の炭素原子に
接続されてもよい。
【００５６】
　本明細書のポリベタインポリマーは、エチレン性不飽和ベタイン基を含むモノマーＡ、
即ち上記式を有する少なくとも１つのベタイン基を含有するエチレン性不飽和モノマー、
並びに任意選択的にモノマーＢ及びＣのラジカル重合によって得ることができる。
【００５７】
　前記モノマーＡは、例えば、
　－１つ又は複数のモノ－エチレン性不飽和炭化水素基又はポリ－エチレン性不飽和炭化
水素基（即ち、ビニル、アリル、スチレンなど）、
　－１つ又は複数のモノ又はポリ－エチレン性不飽和エステルラジカル（即ち、アクリレ
ート、メタクリレート、マレエートなど）及び／又は
　－１つ又は複数のモノ又はポリ－エチレン性不飽和アミドラジカル（即ち、アクリルア
ミド、メタクリルアミドなど）である。
【００５８】
　単位Ａは、以下のモノマーからなる群から選択された少なくとも１つのベタインモノマ
ーＡに由来してもよい：
　－ジアクリルアンモニウムアルキルアクリレート若しくはメタクリレート、アクリルア
ミド、又はメタクリルアミドのアルキルスルホネート、例えば、
　　－ＲＡＳＣＨＩＧによりＳＰＥの名前で市販されているスルホプロピルジメチルアン
モニウムエチルメタクリレート：
【００５９】
【化１１】

　　－スルホエチルジメチルアンモニウムエチルメタクリレート及びスルホブチルジメチ
ルアンモニウムエチルメタクリレート：
【００６０】

【化１２】

　　この合成は、論文「Ｓｕｌｆｏｂｅｔａｉｎｅ　Ｚｗｉｔｔｅｒｉｏｎｏｍｅｒｓ　
ｂａｓｅｄ　ｏｎ　ｎ－ｂｕｔｙｌ　ａｃｒｙｌａｔｅ　ａｎｄ　２－Ｅｔｈｏｘｙｅｔ
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ｈｙｌ　ａｃｒｙｌａｔｅ：ｍｏｎｏｍｅｒ　ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ　ａｎｄ　ｃｏｐｏｌ
ｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ　ｂｅｈａｖｉｏｕｒ」Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ
　Ｓｃｉｅｎｃｅ　４０，５１１～５２３（２００２）に記載されている；
　－スルホヒドロキシプロピルジメチルアンモニウムエチルメタクリレート：
【００６１】
【化１３】

　　－スルホプロピルジメチルアンモニウムプロピルアクリルアミド：
【００６２】
【化１４】

　　この合成は、論文「Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ　ａｎｄ　ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ　ｏｆ　ｔ
ｈｅ　ｐｏｌｙ（ｓｕｌｆｏｂｅｔａｉｎｅ）ｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　ｃｏｒｒｅｓｐｏｎ
ｄｉｎｇ　ｃａｔｉｏｎｉｃ　ｐｏｌｙｍｅｒｓ：１．Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ　ａｎｄ　ｃ
ｈａｒａｃｔｅｒｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｓｕｌｐｈｏｂｅｔａｉｎｅｓ　ａｎｄ　ｔｈ
ｅ　ｃｏｒｒｅｓｐｏｎｄｉｎｇ　ｃａｔｉｏｎｉｃ　ｍｏｎｏｍｅｒｓ　ｂｙ　ｎｕｃ
ｌｅａｒ　ｍａｇｎｅｔｉｃ　ｒｅｓｏｎａｎｃｅ　ｓｐｅｃｔｒａ」Ｗｅｎ－Ｆｕ　Ｌ
ｅｅ　ａｎｄ　Ｃｈａｎ－Ｃｈａｎｇ　Ｔｓａｉ，Ｐｏｌｙｍｅｒ，３５（１０），２２
１０～２２１７（１９９４）に記載されている；
　　－ＲＡＳＣＨＩＧによりＳＰＰの名前で市販されているスルホプロピルジメチルアン
モニウムプロピルメタクリルアミド：
【００６３】

【化１５】

　　－ＲＡＳＣＨＩＧによりＳＰＤＡの名前で市販されているスルホプロピルジメチルア
ンモニウムエチルメタクリレート：
【００６４】

【化１６】

　　－スルホヒドロキシプロピルジメチルアンモニウムプロピルメタクリルアミド：
【００６５】
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【化１７】

　　－スルホプロピルジエチルアンモニウムエチルメタクリレート：
【００６６】
【化１８】

　　この合成は、論文「Ｐｏｌｙ（ｓｕｌｐｈｏｐｒｏｐｙｌｂｅｔａｉｎｅｓ）：１．
Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ　ａｎｄ　ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｚａｔｉｏｎ」Ｖ．Ｍ．Ｍｏｎｒｏ
ｙ　Ｓｏｔｏ　ａｎｄ　Ｊ．Ｃ．Ｇａｌｉｎ，Ｐｏｌｙｍｅｒ，１９８４，Ｖｏｌ　２５
，１２１～１２８に記載されている；
　　－スルホヒドロキシプロピルジエチルアンモニウムエチルメタクリレート：
【００６７】

【化１９】

　－複素環ベタインモノマー、例えば、
　　－ピペラジンから得られるスルホベタイン：
【００６８】
【化２０】

　　この合成は、論文「Ｈｙｄｒｏｐｈｏｂｉｃａｌｌｙ　Ｍｏｄｉｆｉｅｄ　Ｚｗｉｔ
ｔｅｒｉｏｎｉｃ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ：Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ，Ｂｕｌｋ　Ｐｒｏｐｅｒｔ
ｉｅｓ，ａｎｄ　Ｍｉｓｃｉｂｉｌｉｔｙ　ｗｉｔｈ　Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｓａｌｔｓ
」Ｐ．Ｋｏｂｅｒｌｅ　ａｎｄ　Ａ．Ｌａｓｃｈｅｗｓｋｙ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌ
ｅｓ　２７，２１６５～２１７３（１９９４）に記載されている；
　－２－ビニルピリジン及び４－ビニルピリジンから得られるスルホベタイン、例えば、
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　　－ＲＡＳＣＨＩＧによりＳＰＶの名前で市販されている２－ビニル（３－スルホプロ
ピル）ピリジニウムベタイン（２ＳＰＶ又は「ＳＰＶ」）：
【００６９】
【化２１】

　　－４－ビニル（３－スルホプロピル）ピリジニウムベタイン（４ＳＰＶ）、この合成
は、論文「Ｅｖｉｄｅｎｃｅ　ｏｆ　ｉｏｎｉｃ　ａｇｇｒｅｇａｔｅｓ　ｉｎ　ｓｏｍ
ｅ　ａｍｐｈｏｌｙｔｉｃ　ｐｏｌｙｍｅｒｓ　ｂｙ　ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ｅｌ
ｅｃｔｒｏｎ　ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｙ」Ｖ．Ｍ．Ｃａｓｔａｎｏ　ａｎｄ　Ａ．Ｅ．Ｇｏ
ｎｚａｌｅｚ，Ｊ．Ｃａｒｄｏｓｏ，Ｏ．Ｍａｎｅｒｏ　ａｎｄ　Ｖ．Ｍ．Ｍｏｎｒｏｙ
，Ｊ．Ｍａｔｅｒ．Ｒｅｓ．，５（３），６５４～６５７（１９９０）に記載されている
；
【００７０】
【化２２】

　　－１－ビニル－３－（３－スルホプロピル）イミダゾリウムベタイン：
【００７１】
【化２３】

　　この合成は、論文「Ａｑｕｅｏｕｓ　ｓｏｌｕｔｉｏｎ　ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏ
ｆ　ａ　ｐｏｌｙ（ｖｉｎｙｌ　ｉｍｉｄａｚｏｌｉｕｍ　ｓｕｌｐｈｏベタイン）」，
Ｊ．Ｃ．Ｓａｌａｍｏｎｅ，Ｗ．Ｖｏｌｋｓｏｎ，Ａ．Ｐ．Ｏｉｓｏｎ，Ｓ．Ｃ．Ｉｓｒ
ａｅｌ，Ｐｏｌｙｍｅｒ，１９，１１５７～１１６２（１９７８）に記載されている；
　－スルホプロピルメチルジアリルアンモニウムベタインなどのジアルキルアンモニウム
アルキルアリルのアルキルスルホネート：
【００７２】
【化２４】

　この合成は、論文「Ｎｅｗ　ｐｏｌｙ（ｃａｒｂｏｂｅｔａｉｎｅ）ｓ　ｍａｄｅ　ｆ
ｒｏｍ　ｚｗｉｔｔｅｒｉｏｎｉｃ　ｄｉａｌｌｙｌａｍｍｏｎｉｕｍ　ｍｏｎｏｍｅｒ
ｓ」Ｆａｖｒｅｓｓｅ，Ｐｈｉｌｉｐｐｅと、Ｌａｓｃｈｅｗｓｋｙ，Ａｎｄｒｅ，Ｍａ
ｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌａｒ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａｎｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ，２００（４
），８８７～８９５（１９９９）に記載されている；
　－ジアルキルアンモニウムアルキルのスチレンアルキルスルホネート、例えば：
【００７３】
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【化２５】

　この合成は、論文「Ｈｙｄｒｏｐｈｏｂｉｃａｌｌｙ　Ｍｏｄｉｆｉｅｄ　Ｚｗｉｔｔ
ｅｒｉｏｎｉｃ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ：Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ，Ｂｕｌｋ　Ｐｒｏｐｅｒｔｉ
ｅｓ，ａｎｄ　Ｍｉｓｃｉｂｉｌｉｔｙ　ｗｉｔｈ　Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｓａｌｔｓ」
Ｐ．Ｋｏｂｅｒｌｅ　ａｎｄ　Ａ．Ｌａｓｃｈｅｗｓｋｙ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅ
ｓ　２７，２１６５～２１７３（１９９４）に記載されている；
　－ジエン及びエチレン性不飽和無水物からのベタイン、例えば：
【００７４】
【化２６】

　この合成は、論文「Ｈｙｄｒｏｐｈｏｂｉｃａｌｌｙ　Ｍｏｄｉｆｉｅｄ　Ｚｗｉｔｔ
ｅｒｉｏｎｉｃ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ：Ｓｙｎｔｈｅｓｉｓ，Ｂｕｌｋ　Ｐｒｏｐｅｒｔｉ
ｅｓ，ａｎｄ　Ｍｉｓｃｉｂｉｌｉｔｙ　ｗｉｔｈ　Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｓａｌｔｓ」
Ｐ．Ｋｏｂｅｒｌｅ　ａｎｄ　Ａ．Ｌａｓｃｈｅｗｓｋｙ，Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅ
ｓ　２７，２１６５～２１７３（１９９４）に記載されている；
　－環状アセタールからのベタイン、好ましくは（（ジシアノエタノレート）エトキシ）
ジメチルアンモニウムプロピルメタクリルアミド。
【００７５】
　本発明によるポリベタインポリマーは、Ａprecursor単位を含有する前駆体ポリマーと
呼ばれるポリマー（コポリマー）を化学的に改質させることによる既知の方法で得ること
もでき、Ａprecursor単位は、単位Ａがベタイン基になるように後重合反応によって改質
（採集（botanize））される。したがって、スルホベタイン単位は、硫黄求電子性化合物
、好ましくはスルトン（プロパンスルトン、ブタンスルトン）又はハロゲノアルキルスル
ホネートを用いて、前駆体ポリマー単位を化学的に改質することにより、好ましくはペン
ダントアミン官能基を含有するポリマーを化学的に改質することによって得ることができ
る。
【００７６】
　本発明の組成物は、正味の正電荷を有する双性イオン性ポリマーを含んでもよい。
【００７７】
　緩衝剤
　本組成物は、双性イオン性ポリマーが組成物中の他の成分と相互作用するのを防ぐ緩衝
剤を含む。理論によって拘束されるものではないが、緩衝剤がないと、双性イオン性ポリ
マーが凝固し水相から分離すると考えられる。
【００７８】
　緩衝剤は、約０．０１％～約５．０％、あるいは約０．０１％～約２．０％、あるいは
約０．０１％～約２．０％、あるいは約０．０１％～約０．２％、あるいは約０．１の量
で存在し得る。
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【００７９】
　本明細書で好適な緩衝剤は、弱酸、有機塩及び／又は無機塩である。一実施形態では、
有機塩は、一価の塩、二価の塩、若しくは三価の塩、又はそれらの混合物、例えばクエン
酸ナトリウム、塩化ナトリウム、リン酸ナトリウム、塩化カリウム、リン酸カリウムから
選択される。
【００８０】
　界面活性剤
　本発明の組成物は、界面活性剤を含んでもよい。界面活性剤は、好ましくは、組成物の
約０．００１重量％超～約１０重量％、あるいは約０．５重量％～約３、あるいは約０．
７重量％～約３重量％、あるいは約１重量％～約３重量％、あるいは約１重量％～約２重
量％、あるいは１重量％超の濃度で存在する。組成物中の界面活性剤の正確な濃度は、界
面活性剤のタイプ、部類及び鎖長、組成物中のポリマーの粘度及び所望の濃度に対する界
面活性剤の寄与などの数多くの要因に依存する。
【００８１】
　好適な界面活性剤は、非イオン性界面活性剤、カチオン界面活性剤、双性イオン性界面
活性剤、両性界面活性剤、及びこれらの混合物からなる群から選択されるものである。好
適な界面活性剤の例は、ＭｃＣｕｔｃｈｅｏｎ’ｓ　Ｖｏｌ．１：Ｅｍｕｌｓｉｆｉｅｒ
ｓ　ａｎｄ　Ｄｅｔｅｒｇｅｎｔｓ，Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｅｄ．，ＭｃＣｕ
ｔｃｈｅｏｎ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ，ＭＣ　Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　Ｃｏ．，２００２に記
載されている。
【００８２】
　一実施形態では、本組成物は、非イオン性界面活性剤を含む。好適な非イオン性界面活
性剤の非限定的な例としては、アルコールアルコキシレート、アルキル多糖、アミンオキ
シド、エチレンオキシド及びプロピレンオキシドのブロックコポリマー、ヒマシ油誘導体
、フルオロ界面活性剤及びケイ素系界面活性剤が挙げられる。使用可能な他の非イオン性
界面活性剤としては、糖のような天然供給源由来のものが挙げられ、Ｃ8～Ｃ16　Ｎ－ア
ルキルグルコースアミド界面活性剤が挙げられる。
【００８３】
　本発明で使用するには、フッ素化非イオン性界面活性剤も好適である。とりわけ好適な
１つのフッ素化非イオン性界面活性剤は、Ｆｌｕｏｒａｄ　Ｆ１７０（３Ｍ　Ｃｏｒｐｏ
ｒａｔｉｏｎ，３Ｍ　Ｃｅｎｔｅｒ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ，ＵＳＡ）である。Ｆｌｕｏ
ｒａｄ　Ｆ１７０は、式Ｃ8Ｆ17ＳＯ2Ｎ（ＣＨ2－ＣＨ3）（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）xを有する。
本発明に使用するには、シリコン系界面活性剤も好適である。そのようなタイプの界面活
性剤の一例は、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（１６９１　Ｎ．Ｓｗｅｄｅ　Ｒｏａｄ，Ｍｉ
ｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎ，ＵＳＡ）から入手可能なＳｉｌｗｅｔ　Ｌ７６０４であ
る。
【００８４】
　可溶化剤
　幾つかの実施形態では、本発明の組成物は、組成物に加えることができる、組成物に容
易には溶解しない任意の過剰な疎水性有機物質、詳細には任意の香料物質、及び任意成分
（例えば、害虫忌避剤、酸化防止剤等）を可溶化するための可溶化界面活性剤を含んで、
透明な溶液を形成してもよい。好適な可溶化界面活性剤は、非起泡性又は低起泡性界面活
性剤である。好ましい実施形態では、フレッシュニング組成物は、硬化ヒマシ油を含有す
る。本発明の組成物で用いてもよい１つの好適な硬化ヒマシ油は、ＢＡＳＦから入手可能
なＢａｓｏｐｈｏｒ（商標）である。
【００８５】
　アニオン性界面活性剤及び／又は洗剤界面活性剤を含有する組成物は、チョークのよう
な残留物を生成することがある。幾つかの実施形態では、本発明の組成物は、アニオン性
界面活性剤及び／又は洗剤界面活性剤を含まない。
【００８６】
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　湿潤剤
　幾つかの実施形態では、本発明の組成物は、組成物が容易かつより均一に展着すること
を可能にする低い表面張力を提供する湿潤剤を含んでもよい。水性組成物は、このような
湿潤剤がないと、十分には展着しないことが分かっている。組成物の展着により、組成物
が表面と接触したときに組成物が速く乾くことができるようになる。
【００８７】
　湿潤剤の非限定例としては、エチレンオキシドとプロピレンオキシドとのブロックコポ
リマーが挙げられる。好適なブロックポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレンポリマ
ー界面活性剤としては、初期の反応性水素化合物としてエチレングリコール、プロピレン
グリコール、グリセロール、トリメチロールプロパン、及びエチレンジアミンをベースと
するものが挙げられる。Ｃ12~18脂肪族アルコールのような、単一の反応性水素原子で初
期化合物を逐次的にエトキシル化及びプロポキシル化することによって作製した高分子化
合物は、一般に、シクロデキストリンと親和性がない。ＢＡＳＦ－Ｗｙａｎｄｏｔｔｅ　
Ｃｏｒｐ．（Ｗｙａｎｄｏｔｔｅ、Ｍｉｃｈｉｇａｎ）によってＰｌｕｒｏｎｉｃ（登録
商標）及びＴｅｔｒｏｎｉｃ（登録商標）と命名された特定のブロックポリマー界面活性
剤化合物は、容易に入手可能である。
【００８８】
　このタイプの湿潤剤の非限定的な例は、米国特許第５，７１４，１３７号に記載されて
おり、これにはＭｏｍｅｎｔｉｖｅ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ，Ａｌ
ｂａｎｙ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋから入手可能なＳｉｌｗｅｔ（登録商標）界面活性剤が挙げ
られる。代表的なＳｉｌｗｅｔ界面活性剤は以下のとおりである。
【００８９】
【表１】

　及びこれらの混合物。
【００９０】
　香料成分
　本発明の組成物は、香料成分を有する香料混合物を含んでもよい。香料混合物は、本発
明の組成物の約０．０１重量％～約１０重量％、あるいは約０．０１重量％～約５重量％
、あるいは約０．０１重量％～約３重量％、あるいは約２．５重量％で含まれる。
【００９１】
　幾つかの実施形態では、香料成分は、より一貫した放出プロファイルを組成物に提供す
る特性を有する。香料成分は、多くの場合、異なる揮発性、沸点、及び芳香検出しきい値
を有する。香料が空気中に放出されたとき、より高い揮発性を有する成分（「トップノー
ト」と呼ばれる）は、揮発して、人の嗅覚によって、より低い揮発性を有する成分（「ミ
ドルノート」と呼ばれる）及び最も低い揮発性を有する成分（「ボトムノート」と呼ばれ
る）よりも素早く検出される成分である。これにより、香料が最初に放出された後で香料
の特性が時間とともに変化し、全体的な香料特性は、より少ないトップノート及びより多
くのボトムノートを含むようになる。
【００９２】
　一般に、香料成分の特性及び揮発性は、その沸点（「ＢＰ」）及びそのオクタノール／
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水分配係数（又は「Ｐ」）の点から説明され得る。本明細書において言及される沸点は、
０．１０ＭＰａ（７６０ｍｍＨｇ）である通常の標準気圧のもとで測定される。多くの香
料成分の標準の０．１０ＭＰａ（７６０ｍｍＨｇ）における沸点は、例えば、Ｓｔｅｆｆ
ｅｎ　Ａｒｃｔａｎｄｅｒにより書かれ１９６９年に出版された「Ｐｅｒｆｕｍｅ　ａｎ
ｄ　Ｆｌａｖｏｒ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ａｒｏｍａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）」に記され
ている。
【００９３】
　香料成分のオクタノール／水の分配係数は、オクタノール中及び水中における平衡濃度
の比である。空気フレッシュニング組成物で用いられる香料成分の分配係数は、基底１０
に対するそれらの対数ｌｏｇＰの形態でより簡便に示され得る。これまでに多くの香料成
分のｌｏｇＰが報告されており、例えば、Ｄａｙｌｉｇｈｔ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｆ
ｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ．（Ｄａｙｌｉｇｈｔ　ＣＩＳ）（Ｉｒｖｉ
ｎｅ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）から入手可能なＰｏｍｏｎａ９２データベースを参照され
たい。しかしながら、ｌｏｇＰ値は、やはりＤａｙｌｉｇｈｔ　ＣＩＳから入手可能な「
ＣＬＯＧＰ」プログラムによって最も便宜よく計算される。このプログラムはまた、それ
らがＰｏｍｏｎａ９２データベースにおいて入手可能な場合には、ｌｏｇＰの実験値も収
載している。「ｌｏｇＰ計算値」（ＣｌｏｇＰ）は、Ｈａｎｓｃｈ及びＬｅｏのフラグメ
ント法により決定される（参考Ａ．Ｌｅｏ、Ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅ　Ｍｅｄｉｃｉ
ｎａｌ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，Ｖｏｌ．４、Ｃ．Ｈａｎｓｃｈ、Ｐ．Ｇ．Ｓａｍｍｅｎｓ
、Ｊ．Ｂ．Ｔａｙｌｏｒ及びＣ．Ａ．Ｒａｍｓｄｅｎ編、ｐ．２９５，Ｐｅｒｇａｍｏｎ
　Ｐｒｅｓｓ，１９９０）。このフラグメント法は、各香料成分の化学構造に基づき、ま
た原子の数及び種類、原子の連結性、並びに化学結合を考慮に入れる。ＣｌｏｇＰ値は、
この物理化学的特性に関して最も信頼性があり、最も広く使用される推定値であるが、空
気フレッシュニング組成物に関する香料成分を選択する際に、ｌｏｇＰの実験値の代わり
に使用される。
【００９４】
　香料混合物は、１つ又は複数の群の成分から選択された香料成分を含むことができる。
第１群の成分は、約２５０℃以下の沸点及び約３以下のＣｌｏｇＰを有する香料成分を含
む。あるいは、第１の香料成分は、２４０℃以下、あるいは２３５℃以下の沸点を有し、
あるいは第１の香料成分は、３．０未満、あるいは２．５以下のＣｌｏｇＰ値を有する。
第１群の香料成分からの１つ又は複数の成分は、香料混合物中に任意の適切な量で存在す
ることができる。特定の実施形態では、第１の香料成分は、香料混合物の少なくとも１．
０重量％の濃度、あるいは香料混合物の少なくとも３．５重量％、あるいは少なくとも７
．０重量％で存在する。
【００９５】
　第２群の香料成分は、２５０℃以下の沸点及び３．０以上のＣｌｏｇＰを有する香料成
分を含み、あるいは第２の香料成分は、２４０℃以下、あるいは２３５℃以下の沸点を有
し、あるいは、第２の香料成分は、３．０超、あるいは３．２超のＣｌｏｇＰ値を有する
。第２群の香料成分からの１つ又は複数の成分は、香料混合物中に任意の適切な量で存在
することができる。特定の実施形態では、第２の香料成分は、香料混合物の少なくとも１
．０重量％、あるいは少なくとも３．５重量％、あるいは香料混合物の少なくとも７．０
重量％の濃度で存在する。
【００９６】
　第３群の香料成分は、２５０℃以上の沸点及び３．０以下のＣｌｏｇＰを有する香料成
分を含み、あるいは第３の香料成分は、２５５℃以上、あるいは２６０℃以上の沸点を有
する。あるいは、この付加的な香料成分は、３．０未満、あるいは２．５以下のＣｌｏｇ
Ｐ値を有する。第３群の香料成分からの１つ又は複数の成分は、香料混合物中に任意の適
切な量で存在することができる。特定の実施形態では、第３の香料成分は、香料混合物の
少なくとも１０重量％、あるいは少なくとも２５重量％、あるいは４０重量％超、あるい
は香料混合物の５０重量％超の濃度で存在する。
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　第４群の香料成分は、２５０℃以上の沸点及び３．０以上のＣｌｏｇＰを有する香料成
分を含み、あるいはこの付加的な香料成分は、２５５℃以上、あるいは２６０℃以上の沸
点を有し、あるいはこの付加的な香料成分は、３．０超、更にあるいは３．２超のＣｌｏ
ｇＰ値を有する。第４群の香料成分からの１つ又は複数の成分は、香料混合物中に任意の
適切な量で存在することができる。特定の実施形態では、第４の香料成分は、香料混合物
の少なくとも１０重量％、あるいは少なくとも２５重量％、あるいは４０重量％超、ある
いは香料混合物の５０重量％超の濃度で存在する。
【００９８】
　表１は、約２５０℃以上のＢ．Ｐ（沸点）を有する第３群及び第４群の香料成分の幾つ
かの非限定的な例を提供する。
【００９９】
【表２－１】

【０１００】
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【表２－２】

　1「Ｍ．Ｐ．」は、融点（℃）であり、これらの成分は、２７５℃より高いＢ．Ｐ．を
有する。
【０１０１】
　香料混合物は、また、前述の香料群の任意の適切な組み合わせを含んでもよい。例えば
、別の実施形態では、香料混合物は、群３及び群４から少なくとも５０％の香料成分を含
み、残りの香料混合物は、第１群及び／又は第２群の香料成分からである。
【０１０２】
　空気フレッシュニング化組成物中で有効な香料混合物は、比較的高い濃度の特別に選択
された香料成分を利用することができる。そのような高濃度の香料は、悪臭検出しきい値
（「ＯＤＴ」）として知られる現象のためにこれまで使用されていなかった。香料成分は
、香料の臭いをかぐ人の嗅覚反応を生成する。ＯＤＴは、常に認識されて人の嗅覚反応を
生じさせる香料成分の最低濃度である。香料の濃度が上昇するにつれて、香料の臭気強度
及び人の嗅覚反応も増大する。これは香料の濃度が最高に達するまで続き、その時点で臭
気強度は、それ以上人の嗅覚反応が生じない平坦域に達する。この、人が常に臭気を認識
する香料濃度の範囲は、臭気検出範囲（「ＯＤＲ」）として知られている。
【０１０３】
　より高濃度の組成物は、付加的な嗅覚反応を提供せず、したがって高コストで非効率的
であるので、香料混合物中の香料成分の濃度は、香料成分のＯＤＲ内で処方されなければ
ならない。
【０１０４】
　しかしながら、幾つかの状況では、少なくとも幾つかの香料成分のＯＤＲを超えること
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が望ましい場合がある。香料は、製品が水性エアゾール又はポンプ噴霧で使用されるとき
に流出性で極めて目立つだけでなく、香料は、室内の全ての表面に散在した多数の小滴か
ら拡散し続ける。香料のリザーバは、拡散された香料を置き換える働きをし、したがって
、使用中ずっと、あるいは最初に噴霧されるか他の方法で分散された後で、室内の香料濃
度を香料のＯＤＴ又はそれより高く維持する。更に、香料が、組成物が使用される部屋の
中により長く留まりやすいことが分かった。したがって、一実施形態では、代替として、
第１及び／又は第２の香料成分から選択された少なくとも１つの香料成分が、ＯＤＲを５
０％超える濃度、あるいはＯＤＲを１５０％超える濃度で存在する。極めて長く留まる香
料の場合、少なくとも１つの香料成分を、ＯＤＲの３００％を超える濃度で加えることが
できる。
【０１０５】
　特定の実施形態では、本明細書に記載される香料混合物は、時間の経過とともに、より
一貫した特性を維持することができる。より大きい小滴サイズ（複数の小さい小滴と比べ
て、より小さい総表面積を有する）を使用して、極めて揮発性の高いトップノートが揮発
する速度を遅くすることができる。小滴は、空気中に浮遊するときに香料混合物を放出で
きるだけでなく、表面（例えば、テーブル又は調理台、家具、床、カーペットなど）と接
触するまで落ちることもできる。これらの表面に落ちる小滴は、香料混合物の「リザーバ
」として働き、そのような表面に降りた後で香料混合物を放出することができる。このよ
うにして、消費者により最初に認識された匂いの継続的な更新が可能になり、これは、一
定期間にわたって小滴から放出される分子によって補充される。新しく放出された、より
新しくより揮発性が高くより低いＯＤＴの材料と、より重いＯＤＴ分子（例えば、ジャコ
ウ、木質ノートなどのボトムノート）の混合作用は、製品が最初に塗布されたときに消費
者が最初に経験した匂いを思い出させる匂いを消費者に提供する。
【０１０６】
　悪臭検出しきい値は、炎イオン化検出器及び嗅ぎ口を備える市販のガスクロマトグラフ
（「ＧＣ」）を用いて測定することができる。ガスクロマトグラフを較正して、シリンジ
で注入した材料の正確な体積、精密なスプリット比、並びに既知の濃度及び鎖長分布の炭
化水素基準を用いた炭化水素反応を決定する。空気の流量を正確に測定し、人の吸入の持
続時間が１２秒間であると仮定して、サンプル体積を計算する。任意の時点の検出器にお
ける正確な濃度は既知であるため、吸入された体積当たりの質量も既知であり、物質の濃
度を計算することができる。物質が５０ｐｐｂ未満のしきい値を有するかどうかを決定す
るために、逆算された濃度の溶液を嗅ぎ口に送達させる。官能試験員がＧＣ溶出物を嗅ぎ
、臭気を感知したときの保持時間を同定する。全官能試験員の平均から感知能のしきい値
を決定する。
【０１０７】
　必要な量の分析物をカラムに注入して、検出器における濃度を５０ｐｐｂにする。臭気
検出しきい値を決定するための典型的なガスクロマトグラフパラメータを以下に列挙する
。試験は、機器に関する指針にしたがって実施する。
【０１０８】
　機器：
　ＧＣ：ＦＩＤ検出器を備える５８９０シリーズ（Ａｇｉｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｉｅｓ，Ｉｎｄ．，Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ，ＵＳＡ）
　７６７３オートサンプラー（Ａｇｉｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，Ｉｎｄ．，
Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ，ＵＳＡ）
　カラム：ＤＢ－１（Ａｇｉｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，Ｉｎｄ．，Ｐａｌｏ
　Ａｌｔｏ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ，ＵＳＡ）
　長さ３０メートル、ＩＤ　０．２５ｍｍ、膜厚１マイクロメートル（キャピラリーチュ
ーブの内壁上のポリマー層、分離させるための選択的分割を提供）
【０１０９】
　方法のパラメーター：
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　分割注入：スプリット比１７／１
　オートサンプラー：注入１回当たり１．１３マイクロリットル
　カラム流量：１．１０ｍＬ／分
　空気流量：３４５ｍＬ／分
　入口温度２４５℃
　検出器温度２８５℃
　温度情報
　初期温度５０℃
　速度：５℃／分
　最終温度：２８０℃
　最終時間：６分
　誘導仮定：（ｉ）一嗅ぎ当たり１２秒
　　　　　　（ｉｉ）ＧＣエアをサンプル希釈液に添加する。
【０１１０】
　香料技術では、悪臭がないか又は悪臭の少ない幾つかの補助材料が、例えば溶媒、希釈
剤、増量剤又は固定剤として使用される。これらの材料の非限定的な例は、エチルアルコ
ール、カルビトール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ジエチルフタレ
ート、トリエチルシトレート、イソプロピルミリステート、及びベンジルベンゾエートで
ある。これらの材料は、例えば何らかの固体又は粘着性の香料成分を可溶化又は希釈して
、例えば操作性及び／又は配合性を改善するために使用される。これらの材料は、香料混
合物に有用であるが、本明細書で使用される香料混合物の定義／配合の制限の計算には入
れられていない。
【０１１１】
　本明細書で述べた香料混合物では、低いＯＤＴ値を有する香料成分及び更にはその他の
成分を、代替として少量で使用することが望ましい場合がある。匂い物質のＯＤＴは、検
知可能な物質の最も低い蒸気濃度である。ＯＤＴ及びいくつかのＯＤＴ値については、例
えば、「Ｓｔａｎｄａｒｄｉｚｅｄ　Ｈｕｍａｎ　Ｏｌｆａｃｔｏｒｙ　Ｔｈｒｅｓｈｏ
ｌｄｓ」Ｍ．Ｄｅｖｏｓら、ＩＲＬ　Ｐｒｅｓｓ　ａｔ　Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓ
ｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９９０及び「Ｃｏｍｐｉｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｏｄｏｒ　ａｎｄ
　Ｔａｓｔｅ　Ｔｈｒｅｓｈｏｌｄ　Ｖａｌｕｅｓ　Ｄａｔａ」Ｆ．Ａ．Ｆａｚｚａｌａ
ｒｉ編，ＡＳＴＭ　Ｄａｔａ　Ｓｅｒｉｅｓ　ＤＳ　４８Ａ，Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｓｏｃ
ｉｅｔｙ　ｆｏｒ　Ｔｅｓｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ、１９７８で論じられ
ている。低いＯＤＴ値を有する少量の香料成分を使用することにより、香料特性に複雑さ
を加えて芳香を「丸くする」ことなどによって、香料特性を改善することができる。香料
混合物に有用な低いＯＤＴ値を有する香料成分の例には、クマリン、バニリン、エチルバ
ニリン、メチルジヒドロイソジャスモネート、３－ヘキセニルサリチラート、イソオイゲ
ノール、リラール（lyral）、γ－ウンデカラクトン、γ－ドデカラクトン、メチルβ－
ナフチルケトン及びそれらの混合物が挙げられるが、これらに限定されない。これらの材
料は、任意の適切なレベルで存在することができる。幾つかの実施形態では、これらの材
料は、香料混合物中で低濃度、典型的には、香料混合物の５重量％未満、あるいは３重量
％未満、あるいは２重量％未満で存在してもよい。
【０１１２】
　悪臭中和剤
　組成物は、また、真の悪臭除去効果を提供する悪臭中和剤を含んでもよい。真の悪臭除
去効果は、感覚的及び分析的にの両方で（例えば、ガスクロマトグラフにより）測定でき
る悪臭低下として定義される。したがって、組成物が真の悪臭除去効果を提供する場合、
この組成物は、悪臭を単に隠すのとは対照的に悪臭を中和又は阻止することができる。
【０１１３】
　１つのタイプの組成物は、気相技術による悪臭中和を利用する。気相技術は、化学反応
又は中和によって空気中の悪臭を軽減させる悪臭中和剤として定義される。あるいは、悪
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臭中和剤は、布地に安全である。
【０１１４】
　気相技術を利用する組成物の一実施形態では、組成物は、１つ又は複数の布地に安全な
脂肪族アルデヒド及び／又は１つ又は複数のエノン（不飽和二重結合を持つケトン）を含
む。また、これらの気相技術が、所望の香料特性に実質的に悪影響を及ぼさないことも望
ましい場合がある。特定の悪臭技術には臭いがあり、芳香の全体的特性に悪影響を及ぼす
。この場合、悪臭中和剤のいずれの臭いも中和されるようにこの技術に用いられる香料の
原材料を選択するように、香料／悪臭中和剤プレミックスを形成させる。続いて、臭気を
中和したこのプレミックスは、親芳香剤の特性に影響を及ぼすことなく、親香料に加える
ことができる。これによって、気相技術を多種多様なタイプの芳香剤とともに広く使用す
ることができるようになる。更に、複数の二重結合及びベンゼン環を含有するタイプのア
ルデヒドを用いる製品とは異なり、直鎖の脂肪族骨格鎖を主に含むタイプの気相技術は、
布地を変色させない。
【０１１５】
　気相技術を利用する悪臭中和剤は、香料混合物中に任意の適切な量で存在し得る。特定
の実施形態では、悪臭中和剤は、組成物の香料混合物の約１重量％以上かつ約５０重量％
未満の量で存在してもよい。他の実施形態では、悪臭中和剤は、組成物の香料混合物の約
３重量％以上かつ約３０重量％未満で存在してもよい。他の実施形態では、悪臭中和剤は
、香料混合物の約８重量％以上かつ約１５重量％未満の量で存在してもよい。
【０１１６】
　以下の表は、布地の黄ばみを防ぐためのアルデヒド及びエノンの適切な選択の重要性を
示す。
【０１１７】
【表３】

【０１１８】
　好適な脂肪族アルデヒドの例は、Ｒ－ＣＯＨ（式中、Ｒは、２つ以下の二重結合を有す
る飽和したＣ7～Ｃ22の直鎖及び／又は分枝鎖である）である。脂肪族アルデヒドの追加
の例は、リラール（lyral）、メチルジヒドロジャスモネート、リグストラール、メロナ
ール、オクチルアルデヒド、シトラール、サイマール、ノニルアルデヒド、ボージュナー
ル、Ｐ．Ｔ．ブシナール、デシルアルデヒド、ラウリルアルデヒド、及びこれらの混合物
である。好適なエノンの例は、イオノンα、イオノンβ、イオノンγメチル、及びこれら
の混合物である。悪臭中和剤は、１つ又は複数の脂肪族アルデヒド、１つ又は複数のエノ
ン、又はこれらの任意の組み合わせを含むことができる。以下は、布地に安全な気相悪臭
中和剤を含む香料製剤の幾つかの非限定的な例である。
【０１１９】
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　多くの上記の例では、組成物は、イオノンと反応性アルデヒドとの混合物を含む。アル
デヒドは、アミン臭（魚及びタバコの臭いのような）反応する。
【０１２０】
　別のタイプの悪臭中和剤は、組成物が空気中に浮遊する霧であるときに、悪臭を中和す
るためにシクロデキストリン及び／又はイオノンを含む。イオノンはアミンと反応する。
シクロデキストリンは、様々な有機分子との複合体を形成して、それらの揮発性を低下さ
せる。幾つかの実施形態では、本発明の組成物は、可溶化された水溶性の非錯体化シクロ
デキストリンを含み得る。シクロデキストリン分子については、米国特許第５，７１４，
１３７号、及び同第５，９４２，２１７号に説明されている。シクロデキストリンの適切
な濃度は、組成物の約０．０１重量％～約３重量％、あるいは約０．０１重量％～約２重
量％、あるいは約０．０５重量％～約１重量％、あるいは約０．０５重量％～約０．５重
量％である。
【０１２１】
　他のタイプの組成物は、臭気に晒された人の感覚修正により機能する。臭いの感覚認知
を修正するには少なくとも２つの方法がある。１つの方法（慣れ）は、香料を用いて臭い
を覆い、臭いに晒された人が、その臭いより多く香料をかぐようにすることである。別の
方法（無嗅覚）は、人の悪臭の感じやすさを低減させることである。イオノンは、人の嗅
覚器系の感受性を、卵、タマネギ、ニンニクなどによって生じる硫黄臭のような特定の不
快な臭気の存在に対して低下させることができる組成物である。
【０１２２】
　この組成物は、１つ又は複数のタイプの、前述の悪臭制御メカニズム及び成分（例えば
、親水性臭気トラップ、気相技術、及び臭気遮断剤（感覚修正剤））を利用することがで
きる。
【０１２３】
　他の任意成分
　他の任意成分は、溶媒、アルコール（例えば、エタノール）、防腐剤、抗菌性化合物、
及び他の品質管理成分を含む。特定の実施形態では、香料成分及び悪臭中和剤は、組成物
の約０．０１重量％～約５重量％、又はこの範囲内の任意の他の範囲で含む。香料及び任
意の悪臭中和成分が薄められる実施形態では、そのような狭い範囲の１つの非限定的な例
は、組成物の約０．０５％～約２％である。他の実施形態では、１つ又は複数の布地に安
全なアルデヒド及び／又はより布地に安全なイオノンを、前記組成物の約２５重量％以下
で含む。
【０１２４】
　噴射剤
　組成物は、組成物を空気中に噴霧するのを支援するための噴射剤を含んでもよい。組成
物は、主に非炭化水素噴射剤である噴射剤を含んでもよい（即ち、炭化水素噴射剤より体
積が多い、即ち、噴射剤の約５０体積％以上の非炭化水素噴射剤からなる噴射剤）。幾つ
かの実施形態では、噴射剤は、イソブテン、ブタン、イソプロパン及びジメチルエーテル
など、炭化水素が実質的になくてもよい。他の実施形態では、噴射剤は、炭化水素でもよ
い。組成物が非炭化水素噴射剤を使用する実施形態では、そのような噴射剤は、圧縮ガス
を含んでもよい。幾つかの圧縮ガスは、炭化水素噴射剤よりも環境にやさしい可能性があ
り、これにより、圧縮ガスは、更に空気を新鮮にする粉塵低減組成物により好適になる。
好適な圧縮ガスには、圧縮空気、窒素、亜酸化窒素、不活性ガス、二酸化炭素など、及び
これらの混合物が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１２５】
　組成物中の噴射剤の好適な量は、組成物の約２０重量％～約８０重量％、あるいは約３
０重量％～約６０重量％、あるいは約３０重量％～約５０重量％である。
【０１２６】
　噴霧ディスペンサ
　組成物は、当該技術分野で既知の任意の好適な噴霧ディスペンサに梱包されてよい。１
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つの好適なディスペンサは、プラスチックエアゾール噴霧器である。ディスペンサは、高
密度ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレート（「ＰＥＴ」）、酢酸
ビニル、ゴム弾性体、及びこれらの組み合わせなどのポリエチレンから構成され得る。一
実施形態では、噴霧ディスペンサは、透明ＰＥＴで作製される。
【０１２７】
　噴霧ディスペンサは、約１～約３００グラムの組成物、あるいは約２７５グラム、ある
いは約２５０グラム、あるいは約１５０グラムの組成物を保持し得る。
【０１２８】
　噴霧ディスペンサは、約０．３４ＭＰａ～約０．９７ＭＰａ（約５０ｐ．ｓ．ｉ．ｇ～
約１４０ｐｓｉｇ）、あるいは約０．５５～約０．８９ＭＰａ（約８０～約１３０ｐ．ｓ
．ｉ．ｇ）の範囲の内圧に耐えることができる可能性がある。
【０１２９】
　圧縮ガス系は、炭化水素系より大きい粒子を生成し、優れた粒子削減及びより望ましい
香料放出プロファイルを提供し得るが、それらと同じ粒子は、より重く、地面に落ちるの
で、床や他の表面を湿潤させ得る。本発明の一実施形態では、全組成物算出量及び噴霧小
滴／粒径分布は、粒子除去効果を支援するが表面湿潤問題を防ぐように選択される。全算
出量は、噴霧ディスペンサから放出される組成物の流量によって決定される。最少の表面
湿潤を生成する噴霧プロファイルを達成するには、低流量で小さい噴霧小滴を有すること
が望ましい。流量は、１．２グラム／秒未満であってよく、小滴は十分に小さくなり、地
面から高さ１．５２ｍ（５フィート）で分注されたときに４０％未満の小滴が地面に落ち
る。
【０１３０】
　弁、導管及び／又はノズルによって流量を少なくすることができるが、ノズル改良が、
詰まりの影響を受けにくくすることが分かっている。流量は、最初の６０秒間の使用中に
、満たされた容器によって放出される組成物の速度を測定することによって決定される。
一実施形態では、噴霧ディスペンサから放出される組成物の流量は、約０．０００１グラ
ム／秒～約２．０グラム／秒である。あるいは、流量は、約０．００１グラム／秒～約１
．５グラム／秒、あるいは約０．０１グラム／秒～約１．５グラム／秒、あるいは約０．
０１グラム／秒～約１．３グラム／秒、あるいは約０．５グラム／秒～約１．３グラム／
秒、あるいは約０．７グラム／秒～約１．３グラム／秒である。代替実施形態では、流量
は、約０．８グラム／秒～約１．３グラム／秒である。
【０１３１】
　噴霧が広い円錐角で分注されるときに、小さい粒子を効率的に作製することができる。
所定のノズル構成要素及び導管に関して、導管内のノズルの挿入深さを変更することによ
って円錐角を修正することができる。一実施形態では、円錐角は、約２０度超、あるいは
約３０度超、あるいは約３５度超、あるいは約４０度超、あるいは約５０度超である。噴
霧小滴の平均粒径は、約１０μｍ～約１００μｍ、あるいは約２０μｍ～約６０μｍであ
ってよい。そのような実施形態の１つの型では、噴霧小滴のうちの少なくとも幾つかは、
少なくとも約１０分間、場合によっては少なくとも約１５分間又は少なくとも約３０分間
空気中に浮遊するほど十分に小さいサイズである。
【０１３２】
　一実施形態では、エアゾールディスペンサは、容器の底部に平行な角度と容器の底部に
垂直な角度との間の角度で組成物を噴霧するように構成されてもよい。他の実施形態では
、所望のサイズの噴霧小滴は、狭い範囲の小滴サイズを提供するように設定することがで
きる他のタイプの装置によって送達することができる。他のそのような装置には、噴霧器
（fogger）、超音波噴霧器、静電噴霧器、及び回転ディスク噴霧器が挙げられるが、これ
らに限定されない。
【０１３３】
　空気中の粒子を減少させるために、一実施形態では、組成物が粒子と接触する時間が約
３０秒未満である。
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【０１３４】
　組成物は、当該技術分野において既知のいずれかの好適な方法で作製することができる
。全ての成分を単に共に混合することができる。特定の実施形態では、酸性成分は、双性
イオン性ポリマーを加える前に溶媒と組み合わされる。別の実施形態では、成分の混合物
を濃縮生成物として使用する（また、そのような濃縮生成物を噴霧などによって分注する
）ことが望ましい場合がある。他の実施形態では、成分の混合物を何らかの好適な担体に
加えることによって、成分の混合物を希釈することができ、その組成物を同様に分注する
ことができる。
【実施例】
【０１３５】
　以下は、本発明による粒子を減少させる組成物、及び本発明による組成物の粒子の減少
を測定するための方法の非限定的な例である。
【０１３６】
　例示的な式
【０１３７】
【表４】

【０１３８】
　塵粒子減少試験
　本発明による組成物で処理されたときの浮遊粉塵粒子のプロファイルを決定するには、
次のものからなる以下の試験設計を利用できる。
　・１０ｃｍ（４インチ）３１１４．９Ｌ／分（１１０ｃｆｍ）のファンを装備した体積
（９９．７ｃｍＷ×６３．５ｃｍＤ×５４．６ｃｍＨ（３９．２５”Ｗ×２５”Ｄ×２１
．５”Ｈ））の密閉環境チャンバ３４５．５Ｌ（１２．２立方フィート）。
　・空気流を増やすために１１．９ｃｍ×１１．９ｃｍ×３．８ｃｍで２５４８．５Ｌ／
分（９０ｃｆｍ）の追加の２つのファンを導入する。
　・静電気及び粒子付着を低減した、管材料によって接続されたチャンバ内に配置された
サンプルプローブ。
　・Ｓｏｌａｉｒ（商標）３１００レーザ粒子カウンタが使用される。
　・既知の組成及び粒径分布の塵粒子。
【０１３９】
　利用可能なチャネルは全て、試験のために粒子カウンタ上に選択されなければならない
。必要に応じて、タイミング制御を粒子カウンタの制限内で調整しなければならない。必
要とされる試験量を減耗させるため、必要に応じて、経時的に既知量の塵粒子を環境チャ
ンバ内に導入する。所望の平衡状態に達するまでサンプリングを続ける。エアゾールによ
る処理が必要な場合、生成物をチャンバ内に噴霧し、関連時間に達するまでサンプリング
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【０１４０】
　上記の試験設計を使用して、本発明による組成物（即ち、後で概説するようなサンプル
１及び２）を、空気中の塵粒子を減少させる効果に関してサンプリングした。
【０１４１】
【表５】

【０１４２】
　結果を表３で示し、図１にプロットした。本発明による組成物が、対照と比較して粉塵
を有効に減少させることが分かる。更に、０．０５重量％の双性イオン性ポリマーを有す
るサンプルは、より高い濃度の双性イオン性ポリマーを有するサンプルよりも塵粒子を減
少させる効果が高いことが分かる。理論によって拘束されるものではないが、双性イオン
性ポリマー濃度が高いほど水性組成物の粘度が高くなると考えられる。これは、次いで、
圧縮ガスシステム内で達成可能な噴霧特性を妨げる。得られた特性は、空気中の塵粒子を
凝集させる組成物の効果を低下させる液体－蒸気接触の効果に大きな影響を及ぼす。
【０１４３】
【表６】

【０１４４】
　塵吸収及び凝集試験
　様々な組成物の浸透時間及び凝集効果を比較する試験を行った。既知量の溶液をプラス
チック透明カップに入れた。比較する全てのサンプルが、等しい量の溶液を使用しなけれ
ばならない。既知の量及び組成の粉末状粒子を溶液の表面に分散させる。粒子が液体の表
面を突破する時間の長さとして浸透時間を報告する。全ての粒子が液体の表面から溶液に
移動する時間、即ち、液体の外側面に粒子がなくなる時間の長さとして、吸収時間を報告
する。凝集割合を、視覚規準と０～１００スケールで比較して、結合して大量のより大き
い粒子を形成する粉末状粒子の視覚評価によって測定する。
【０１４５】
　表４は、双性イオン性ポリマーを有する組成物が、浸透時間及び空気中の粒子の凝集に
おいて、粒子を減少させるための他の組成物よりも良好に機能したことを示す。
【０１４６】
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【表７】

【０１４７】
　全ての特許、特許出願（及びそれに基づいて発行された任意の特許、並びに関連して発
行されたいかなる外国特許出願）、及び本明細書全体に説明された刊行物の開示内容も、
参照により本明細書に組み込まれる。しかしながら、本明細書に参照により組み込まれた
どの文書も本発明を教示又は開示するものであると認められないことは明らかである。
【０１４８】
　本明細書全体を通じて、単数で言及される構成成分は、単数又は複数両方の当該構成成
分について言及されると理解されるべきである。
【０１４９】
　本明細書に記述される全ての百分率は、特に指定のないかぎり、重量による。
【０１５０】
　本明細書全体を通じて記載されているあらゆる最大数値限定には、それよりも小さいあ
らゆる数値限定が、そのような小さい数値限定が本明細書に明確に記載されているかのよ
うに包含されることを理解すべきである。本明細書全体を通じて記載される最小数値限定
は、それより大きいあらゆる数値限定を、そのような大きい数値限定が本明細書に明確に
記載されているかのように含む。本明細書全体を通じて記載される数値範囲は、そのよう
なより広い数値範囲内に入るそれよりも狭いあらゆる数値範囲を、そのようなより狭い数
値範囲が全て本明細書に明確に記載されているかのように含む。
【０１５１】
　本明細書に開示した寸法及び値は、記載された正確な数値に厳密に限定されるものとし
て理解されるべきでない。むしろ、特に断らないかぎり、そのようなそれぞれの寸法は、
記載された値及びその値周辺の機能的に同等の範囲の両方を意味するものとする。例えば
、「４０ｍｍ」と開示されている寸法は「約４０ｍｍ」を意味することを意図する。
【０１５２】
　相互参照されるか又は関連する全ての特許又は特許出願を含む、本願に引用される全て
の文書を、特に除外又は限定することを明言しないかぎりにおいて、その全容にわたって
本願に援用するものである。いずれの文献の引用も、こうした文献が本願で開示又は特許
請求される全ての発明に対する先行技術であることを容認するものではなく、また、こう
した文献が、単独で、あるいは他の全ての参照文献とのあらゆる組み合わせにおいて、こ
うした発明のいずれかを参照、教示、示唆又は開示していることを容認するものでもない
。更に、本文書において、ある用語の任意の意味又は定義の範囲が、援用文献中の同じ用
語の任意の意味又は定義と矛盾する場合には、本文書中で用語に与えられる意味又は定義
が優先するものとする。
【０１５３】
　主題発明の特定の実施形態を記載してきたが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱すること
なく、主題発明の様々な変更や修正が可能であることが当業者には明らかであろう。更に
、本発明をある特定の実施形態と関連させて説明してきたが、これは説明を目的とするの
であって、限定を目的とするのではなく、本発明の範囲は、添付の請求項によって定義さ
れるものであり、請求項は、先行技術が許容するかぎりに幅広く解釈されるべきことを理
解されたい。
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